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自然界にある自然放射性核種は、体に蓄積されません。生物が受けついで来た能力です。

しかし、人工的に作られた放射性物質は体内に蓄積されます。

レントゲン技師は、被曝しないように防護する服を身に着けています。

また、どれだけ被曝したかを計測する器具を常に携帯してます。

男性のレントゲン技師の年間被曝量が５０ｍSｖ、妊娠可能な女性技師は３０ｍSｖです。
放射線は、実に危険なものなのです。



放射性物質と体の距離が、近ければ近いほど人体にあたえる影響は大きくなります。

体内に取り込んだ場合は、ゼロ距離被曝となるので、内部被曝のほうがより危険といえます。

体内にとり込まれた放射性物質が半減するのに要する期間を生物学的半減期と言います。

生物学的半減期は蓄積された部位によって異なりますが、ヨウ素131で60-80日、
セシウム137は70日、ストロンチウム90で30-50年、プルトニウム239は200年が目安です。



「住民がどうしても汚染地域に留まることを望んでいる場合、当局が必要なすべての防護対

策を実施して」という条件付きです。

１ミリに比べて２０ミリシーベルトは、ガンの危険性が２０倍になります。

アメリカやドイツでは、原子力発電所で働く男性の年間許容量が20ミリシーベルトです。
また、子供は放射線感受性が高く、白血病で ４～５倍 、甲状腺がんで２～３倍と言われて

います。



中部大学の武田邦彦教授によると、被曝は空間、内部、水、食糧の4つから被曝します。
目安として、空間線量を4倍した値を被曝すると考えてください。
年間20ミリシーベルトだと、1時間当たり平均0.5マイクロシーベルトです。

1時間当たり平均2.2マイクロシーベルトですと、3月間で5ミリシーベルトとなります。
3月間につき1.3ミリシーベルトを超えるおそれのある区域は、放射線管理区域とされます。
放射線管理区域とは、人が放射線の不必要な被曝くを防ぐため、放射線量が一定以上ある

場所を明確に区域し人の不必要な立ち入りを防止するために設けられる区域のことです。

放射線管理区域では、18歳未満の就労は禁止されています。
また、放射線管理区域で、飲食することはできません。



チェルノブイリ事故のあった4号機は現在、石棺と言われているコンクリートで囲まれて
いますが、そこでの放射線量は毎時5.24マイクロシーベルトです。
毎時3.8マイクロシーベルトは、日常生活に適した場所とは言えません。



普通に生活してよいレベルではありません。

放射線管理区域の基準となる毎時0.6マイクロシーベルト以上の区域では、十分に
注意が必要です。

外出はできるだけ避け、外出時はマスクを着用するなどして、被曝量をできるだけ少

なくするように心がけてください。



体内に取り込まれた放射性物質は長い間体内に留まることもあります。

長崎での被爆から６０年余りが過ぎた現在も、死の灰が骨や腎臓などの細胞の中で

放射線を出し続けている例もあります。



「確定的影響」は主に細胞死によって生体器官の機能が損なわれて生じる影響です。

ごく少量の被曝では影響が現れず、一定のしきい線量を超えて被曝すると影響が発現します。

細胞死による機能低下によりほぼ確実に身体機能が損なわれるため、確率的影響に対比し

て確定的影響と呼ばれています。



日本における第80回医師国家試験では、「放射線による遺伝的障害は, しきい値
がない確率的影響である」という内容が出題されでいます。

第86回医師国家試験では、「放射線障害では奇形は確率的影響と考えられてい
る」という内容が出題されています。

福島の事故を欧州放射線リスク委員会（ECRR）のモデルで計算すると、100km圏
内で191,986人、100～200kmのドーナツ部で224,623人のがん発症の増加が予
測されています。

これらの半分が最初の10年間で発症し、残りは10～50年の間に発症すると仮定し
てます。



アメリカ科学アカデミー, 原子放射線の影響に関する国連科学委員会, 国際放射線
防護委員会(ICRP)は、被曝量が下がればリスクは減るものの、どんな低線量でもリ
スクはゼロではないとする立場をとっています。

また、欧州放射線リスク委員会(ECRR)は、低線量だからといって必ずしもリスクは
小さくならないとしています。



文部科学省が１２日発表した福島県の累積放射線量（３月２３日～５月１１日）は、福島第１

原発から北西約３１キロの浪江町で２８・２６ミリシーベルト、同約３３キロの飯舘村で１６・０９

ミリシーベルトでした。

放射性物質が降り注いだ３月１２日～２２日までのデータを入れるともっと多くの地域が２０ミ

リシーベルト超えていると推定されます。

このデータは外部被曝だけです。内部被曝は考慮されていません。

現在でもテラベクレル単位で、放射性物質が放出されています。今後が心配です。



病状がでるのは、白血病で３年後、甲状腺がんは５年後です。

まだまだ、大量の放射性物質は流出している状態です、できるだけ被曝を避けること

が大事です。

食料品に気をつけて、内部被曝を少なくする努力を続けてください。

がん以外にも放射線起因の疑いがあるものに不妊症、老化の促進（筋肉、関節、神経脈

管、心臓血管、支持結合組織への影響）(BEIR III, 1980, P505 and 502)、生殖機能異常、
先天性異常、先天性奇形などがあります。

また、低線量放射線が原因で起こる著しい倦怠感で、広島・長崎の被爆者や原発労働者、

アメリカ兵の湾岸戦争症候群などに現れる「ぶらぶら病」などが報告されています。



放射能に対して正確な知識を持ち、十分な対策を立てることが重要です。

低線量の影響は、発病までに何年もかかります。5年先１０年先のことを考えて行動し
てください。





年間20ミリシーベルトは、
胸のＸ線400回分となります。

CTスキャンの実施前に医師は患者にがんのリス
クを説明する義務があります。





半減期の短い放射性ヨウ素は減少しているかもしれませんが、半減期30年のセシ
ウム137は累積で増え続けています。

炉心に水を注入していますが、水蒸気となって蒸発している水量に比べて、放水量

のほうが多い状態が続いています。

地下水に漏れて海に流れている可能性があります。

文部科学省は６日、５日に採取した福島県の海岸線から約３０キロ地点の海水１リッ

トル当たりから放射性ヨウ素９・６３～６６・１ベクレル、放射性セシウム１１・３～３８・５

ベクレルを検出したと発表しています。日に日に汚染が広がっています。



半減期が長く毒性の強いストロンチウムやプルトニウムなど、ヨウ素・セシウム以

外の放射性核種がまだ報告されていません。

早急な測定・公開を望んでいます。



【飲料水】の基準値

ＷＨＯ基準 1 Bq/L
ドイツガス水道協会 0.5 Bq/L
アメリカの法令基準 0.111 Bq/L
日本の暫定基準値

ヨウ素（I-131） 300 Bq/L
セシウム（Cs-137）200 Bq/L

ウクライナ（Cs-137）2 Bq/L
ベラルーシ 10 Bq/L

【食品】の基準値

ＷＨＯ基準 10ベクレル Bq/kg
アメリカの法令基準 170ベクレル Bq/kg
ＷＨＯ基準（餓死を避ける為の非常事態時の数値）

1000ベクレル Bq/kg 
日本の暫定基準値

ヨウ素（I-131）
牛乳・乳製品 300 Bq/kg
野菜類 （根菜、芋類を除く） 2,000 Bq/kg

セシウム（Cs-137）
牛乳・乳製品 200 Bq/kg
野菜類 500 Bq/kg

３月１７日に設定された暫定基準値は、非常に緩やかなものになっています。

基準値以内だから言って不用意に食べないようにしましょう。





文部科学省が１２日発表した福島県の累積放射線量（３月２３日～５月１１日）は、福島第

１原発から北西約３１キロの浪江町で２８・２６ミリシーベルト、同約３３キロの飯舘村で１

６・０９ミリシーベルトでした。

放射性物質が降り注いだ３月１２日～２２日までのデータを入れるともっと多くの地域が２

０ミリシーベルト超えていると推定されます。

このデータは外部被曝だけです。内部被曝は考慮されていません。

現在でもテラベクレル単位で、放射性物質が放出されています。今後が心配です。

チェルノブイリ事故で旧ソ連が強制移住にした汚染度は55万Bq/m2です。
その6倍も汚染されている飯館村の避難が震災後2ヶ月が経ち、やっと始まりました。



避難指示が出されてからと言って、そこが安全な場所ではありません。

大切なことは、政府の指示を鵜呑みにするのではなく、自分で考えて行動することです。



「住民がどうしても汚染地域に留まることを望んでいる場合、当局が必要なすべての防護対

策を実施して」という条件付きです。

１ミリに比べて２０ミリシーベルトは、ガンの危険性が２０倍になります。

アメリカやドイツでは、原子力発電所で働く男性の年間許容量が20ミリシーベルトです。
また、子供は放射線感受性が高く、白血病で ４～５倍 、甲状腺がんで２～３倍と言われて

います。



1時間当たり平均2.2マイクロシーベルトですと、3月間で5ミリシーベルトとなります。
3月間につき1.3ミリシーベルトを超えるおそれのある区域は、放射線管理区域とされます。
放射線管理区域とは、人が放射線の不必要な被ばくを防ぐため、放射線量が一定以上ある

場所を明確に区域し人の不必要な立ち入りを防止するために設けられる区域のことです。

放射線管理区域では、18歳未満の就労は禁止されています。
また、放射線管理区域で、飲食することはできません。

中部大学の武田邦彦教授によると、被曝は空間、内部、水、食糧の4つから被曝します。
目安として、空間線量を4倍した値を被曝すると考えてください。
年間20ミリシーベルトだと、1時間当たり平均0.5マイクロシーベルトです。



【飲料水】の基準値

ＷＨＯ基準 1 Bq/L
ドイツガス水道協会 0.5 Bq/L
アメリカの法令基準 0.111 Bq/L
日本の暫定基準値

ヨウ素（I-131） 300 Bq/L
セシウム（Cs-137）200 Bq/L

ウクライナ（Cs-137）2 Bq/L
ベラルーシ 10 Bq/L

【食品】の基準値

ＷＨＯ基準 10ベクレル Bq/kg
アメリカの法令基準 170ベクレル Bq/kg
ＷＨＯ基準（餓死を避ける為の非常事態時の数値）

1000ベクレル Bq/kg 
日本の暫定基準値

ヨウ素（I-131）
牛乳・乳製品 300 Bq/kg
野菜類 （根菜、芋類を除く） 2,000 Bq/kg

セシウム（Cs-137）
牛乳・乳製品 200 Bq/kg
野菜類 500 Bq/kg

３月１７日に作られた暫定基準値内で

あっても、安全とは言えません。



放射線管理区域の基準となる毎時0.6マイクロシーベルト以上の区域では、十分に
注意が必要です。



放射能は、どんなに微量でも体に害を与えます。

一定の値なら影響がないというデマが広まっていますが、そんなことはありません。

ましてや、「放射能は浴びれば浴びるほど元気になる」などに騙されてはいけません。

だれかに被害を与えることはありませんが、まったく心配ないということはありません。

毎時0.6マイクロシーベルト以上の環境にいる方は、そこは特殊な空間であることを
自覚して、自分と家族を守ることを第一に考えることです。


